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武蔵野市住民投票条例（仮称）  主要な論点についての考え方  

項目  主な内容（案）・論点 

論点１  

住民投票の実施  

①廃置分合、境界変更を申請する場合 

・廃置分合又は境界変更を行おうとするときは、住民投票を実 

 施する。（自治基本条例第19条第１項） 

②住民からの請求による場合 

・そのほかの市政に関する重要事項について、武蔵野市に住所 

 を有する18歳以上の者のうち、一定数以上の請求があったと 

 きは、住民投票を実施する。（自治基本条例第19条第２項） 

論点２  

重要事項  

①市政に関する重要事項 

・市及び市民全体に影響を及ぼす事項で住民に直接その賛成又 

 は反対の意思を確認する必要があると認められる事項 

②除外規定 

・市の権限に属さない事項 

 ※住民全体の意思として表示しようとする場合は、この限り 

  ではない。 

・法令の規定に基づき住民が投票を行うことができる事項 

 ※地方自治法による直接請求、地方自治特別法の制定に伴う 

  もの、大都市法に基づく住民投票、日本国憲法の改正に係 

  る国民投票 

 ※特例事項として、条例の制定・改廃に係る地方自治法の直 

  接請求において、議会が否決した場合、市の住民投票によ 

  る請求ができる旨を規定する。 

・市の組織、人事又は財務に関する事項 

・金銭の徴収に関する事項 

・特定の個人又は団体、特定の地域の住民等の権利等を不当に

侵害するおそれのある事項 

・その他住民投票に付することが適当でないと明らかに認めら

れる事項 

論点３  

住民投票の投票資

格者  

①投票資格者 

・引き続き３か月以上本市の区域内に住所を有する18歳以上の

者とする。 

・投票資格者に外国籍市民を含める（在留資格や在留期間な

ど、外国籍市民にのみ追加する要件は設けない）。 

論点４  

住民投票の請求  

①必要署名数 

・住民投票の発議に必要な署名数は、投票資格者の４分の１以 

 上とする。 
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論点５  

署名の収集期間  

①署名の収集期間 

・署名収集期間は、代表者証明書の交付及び告示日から２か月 

 以内とする。 

・他の選挙等において署名を求めることができない期間、その 

 他やむを得ない事情により署名を求めることができないと市 

 長が認める期間がある場合は、その期間を除き、告示の日か 

 ら62日以内とする。 

論点６  

署名簿の審査期間  

①署名簿の審査期間 

・署名簿の審査期間は、署名簿が提出された日から 30日以内と 

 する。 

・大規模災害など、やむを得ない事情がある場合に限り、市長 

 は署名簿の審査期間を延長することができる。  

論点７  

住民投票の結果  

①結果の尊重 

・市長等及び議会は、成立した住民投票の結果を尊重するもの

とする。（自治基本条例第19条第３項） 

②結果の公表 

・住民投票の成立又は不成立にかかわらず、結果を公表するも

のとする。（自治基本条例第19条第４項） 

論点８  

成立要件  

①住民投票の成立要件 

・投票総数が投票資格者総数の２分の１以上の場合、成立する 

 ものとする。 

論点９  

住民投票の請求の

制限  

①請求の制限 

・同一事案における住民投票は、投票結果の成立、不成立にか

かわらず、結果の告示日から２年間は請求できないものとす

る。 

論点 10 

住民投票の形式  

①設問の設定 

・住民投票実施請求代表者が設定する。 

②選択肢の形式 

・二者択一で、原則として賛否を問う形式とし、案件によって

はそれ以外の選択肢も可能とする。 

③投票方法 

・投票用紙の賛成・反対（又は各選択肢）の選択欄に○を記載 

 するものとする。 

論点 11 

住民投票の執行  

①執行の主体 

・住民投票の執行者は市長とする。（自治基本条例第19条第１ 

 項、第２項） 

・署名簿の審査や投票資格者名簿の調製、投開票などの事務に 

 ついては、選挙管理委員会に委任する。 
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論点 12 

住民投票の期日  

①住民投票の期日 

・住民投票実施の告示の日から起算して、30日を経過した日か

ら90日を超えない範囲内で投票日を定めるものとする。 

②投票期日と同日に選挙が行われる場合 

・投票期日と同日に選挙が行われるときは、原則として住民投

票の投票日を変更する。 

・対象事案や実施時期を考慮し必要と認められる場合は、同時

に実施することができることとする。 

論点 13 

情報提供  

①情報提供の方法 

・市長は、投票資格者の投票の判断に資するため、付議事項に 

 関して市が有する情報を整理した資料を一般の閲覧に供する 

 ほか、必要な情報提供を行うものとする。 

・選挙管理委員会は、住民投票に係る請求の内容の趣旨や投票 

 期日の告示の内容など、必要な情報を広報その他適当な方法 

 により、提供するものとする。 

②中立性について 

・市長及び選挙管理委員会は、情報の提供に際して、客観的か 

 つ中立的に情報提供を行うよう努める旨を規定する。 

論点 14 

投票運動  

①投票運動 

・投票運動は原則自由とする。ただし、投票資格者の自由な意

思が拘束され、市民の平穏な生活環境を侵害する行為を行っ

てはならないという規定を設けることとする。 

・投票事務の公正な執行を確保することを目的として、投票事

務関係者の投票運動を制限するものとする。 

②規制に対する罰則 

・投票資格者の自由な意思を拘束するような行為や、市民の平

穏な生活環境を侵害する行為を行ってはならないという倫理

的な規定とし、罰則規定は設けない。 
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論点 15 

廃置分合と境界変

更  

①住民投票の対象となる廃置分合と境界変更について 

・廃置分合（分割、分立、合体、編入）は全て住民投票の対象 

 とする。 

・境界変更については、「全ての市民の生活及び市政運営全般 

 に重大な影響を及ぼすおそれのあるもの」の場合を住民投票 

 の対象とする。 

・「全ての市民の生活及び市政運営全般に重大な影響を及ぼす 

 おそれのあるもの」については、「境界変更が、市内の一つ 

 の町や丁目以上の規模である」ことを基準とする。 

②住民投票を実施するタイミング 

・地方自治法第７条第６項に基づく議決を行う前（合併協議会 

 における協議を踏まえ、議会で合併に関する議決を行う前） 

 に実施するものとする。 

③合併特例法に基づく投票が実施されたときの取扱い 

・本制度に基づく住民投票実施の適用除外とする。 

④成立要件について 

・その他の住民投票における成立要件と同様とし、特例を設け 

 ないこととする。 

 


